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〈論文〉

社会的困窮者を包摂する仕組みと自治体の役割
一一パーソナルサポート事業・生活困窮者自立支援法の先へ一一

はじめに

第二次世界大戦後、日本は、敗戦によるゼロからの

再出発を強いられたが、 1950年の朝鮮戦争を機に復興

の手がかりをつかみ、やがて1950年代以降の高度経済

成長時代を迎えた。 1956年から1973年の実質 GDPの

平均は9.1%と諸外国には類のないほどの経済成長を

遂げた。当時の日本は、政治的にも経済的にも希望を

もって目標に向かつて突き進むような活力を持った時

代であった。 1940年代後半に生まれたいわゆる団塊の

世代は、中卒、高卒、大卒のいずれの学歴であっても

卒業した時期が高度成長期で‘あったことから、特に男

性は仕事に就くことがスムーズであった。加えて、終

身雇用、年功序列といった日本型雇用システムが形成

され、家族形成においても夫が経済的支柱となり、妻

が家庭を守るといった性別による役割分担も定着して

いった。

1970年代のオイルショックを契機に日本経済は安定

成長期に入り、物質的な成長は横ばいとなり、人々は

情報、デザイン、生きがいといった非物質的なものへ

と関心が移り変わっていった。また、団塊ジ、ユニア世

代が生まれたのもこの時期だが、 1970年代は日本型雇

用システムが定着したことで高学歴志向となった。高

学歴志向がもたらした弊害として、本田 (2013)は、

大学設置基準の大綱化と大学入学定員の規制緩和、バ

ブル経済崩壊後によって大学進学率が上昇し新規大卒

者が膨張したこと、そしてインターネットの普及によ

り就職競争の激化が生じたことを指摘し、この高学歴

志向は日本特有の新卒一括採用システムを強固なもの

とした。合わせて、そこからこぼれ落ちる人々の就労

の機会を奪っているとし、日本型雇用システムの崩壊

による若者の雇用環境が変化していることを述べてい

る。

また、経済の情報化、グローパル化とともに、生産

性の高い労働者(専門的で知的な仕事に就く専門労働

者)と生産性の低い労働者(機械やマニュアル通りに

働く単純労働者)に二極化し、その問の溝が広がった口

グローパルな規模での企業間競争に加え、生産性の高

い労働者と生産性の低い労働者との格差の拡大によっ

て、これまでの終身雇用、年功序列といった日本型雇

用システムが維持できなくなり、「非正規社員Jとい

中村麻伊子

う不安定雇用層が拡大していった。「非正規社員Jの
多くは「ワーキングプア」という言葉が代表するよう

に、低賃金であり、正規社員と同一労働をしているに

もかかわらず、生活が維持できなくなり、それらは相

対的貧困層1)を増加させる要因となっている。厚生労

働省が2014年7月にまとめた「国民生活基礎調査jに

よると、相対的貧困率は1985年12.0%であったのに対

し、 2012年には16.1%と増加傾向となっている。

また、男性社員の雇用の固定化による性別による役

割分担がグローパルな企業開競争によって崩れたこと

により、離婚率、未婚率の上昇、晩婚化及び少子高齢

化による単身世帯の増加などが顕著になってきた。日

本型雇用システムの崩壊によって、日本の家族のあり

方は大きく変わり、それに伴い安定した家族の基盤の

上に形成されていた地域のつながりも希薄なものに

なってきた。地縁・血縁・社縁が失われた社会、つま

り生活困窮者2)をはじめ、多くの人々が社会からの孤

立を強いられる「無縁社会Jが大きな社会問題となっ
てきたのである。

湯浅 (2008)は、社会的孤立は家族からの排除(ひ

とり家族)、または公的福祉からの排除にもつながり、

そして、最終的には自分自身からの排除(自己否定)

にいたる五重の排除(教育課程からの排除、企業福祉

からの排除、家族福祉からの排除、公的福祉からの排

除、自分自身からの排除)へ向おうとしていることを

示している。内閣府の自殺統計によると1998年から自

殺者数が3万人台となり、しかも年齢構成別では言え

ば、家族の柱ともなるべき40歳代から60歳代の男性の

比率が高くなっているo 2013年の自殺者は27，283人と

前年より575人減少しているものの依然として高水準

で推移している。

このような社会構造の変化の中、現役世代は第 1の

セーフティーネットである社会保険や失業保険、そし

て生活基盤を家族で支え、引退後は社会保障で支える

という高度経済成長期以降の日本型雇用システムと

セットになった日本型福祉社会の限界が露呈してきた。

u本の社会保障制度は従来では障害であれば福祉で、
失業であれば雇用でという形で行政の縦割りの仕組み

で対応してきたが、それではもう対応できない状況と

なった。

現代社会に生きる人々は、湯浅 (2008)のいう「す

べり台社会J3)の中で生活している。同時に昨日まで
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の日常が、一つの出来事、例えば離職、離婚、病気、

退学等で一変してしまうおそれを含んでいる社会であ

る。こうした社会の中では「社会的困窮者J4)にはい

つでも、だれでもたやすく陥ってしまう可能性が多分

にある。そのため、どのようなセーフティーネットを

用いて人々の生存・生活を守るのか、さらに、その

セーフティーネットはひとつでよいのか。また、制度

としてのセーフティーネットを強化するだけで人々の

生存・生活は守られるのか。そこに「関係的困窮Jの
解消という非制度的しくみの存在が必要になってくる

のではないか、等々の問題が浮上してくる。日本の社

会保障制度は社会的課題が露呈するたびに法律や制度

をつくることで解決策を見出そうとしてきたが、実社

会において法律や制度で解決できることはむしろ少な

く、制度化されればされるほど制度と制度の狭間に

陥ってしまう人々が存在する。湯浅 (2∞8)が強調す
るようにホームレス、 DV被害、自殺念虚者、引きこ

もり、フリーター、ニート、外国人労働者、貧困家庭

の子ども等々、彼らが抱える問題は一面で個別的だが、

深部では働き方、生活苦、住居、多重債務問題等複数

の課題を抱えている。もはや、原因と結果を単純な因

果関係で捉えるこれまでの政策では複合的阻害要因を

持った社会的困窮者の抱える問題を解決し、寄り添う

ことはできない。個人化、多様化、情報化が複雑に入

り組んだ現代社会において、一つの分野からのアプ

ローチだけでは今日の社会的困窮者が抱える問題を解

決することは困難であり、各専門分野の人々が相互に

連携しながら支援体制をつくることによって解決の道

筋ができるのではないだろうか。

社会的困窮者の政策対応について、民主党政権時代

の2010年から実施されていた内閣府の「パーソナル・

サポート・サービス事業Jがあるo 同事業は従来の縦
割り行政ではなく、対象者の適用範囲が比較的広く、

支援体制もさまざまな主体が横断的かつ包括的に寄り

添い・伴走しながら実施されてきた。これまでの縦割

りでの対応の限界を超え、初めて社会的困窮者が抱え

る問題に対し、寄り添いながら包括的かつ横断的な視

点で支援システムの構築を目指したものであった。

新たなセーフティーネットの在り方を検討するにあ

たり同事業から得られた実施効果、知見を参考にする

ことにする。また、この事業の実施主体は自治体で

あった。それまでの就労施策は公的職業紹介機関であ

るハローワークを中心とした国主体のものであったが、

複合的阻害要因を抱えた社会的困窮者に対しては職業

斡旋だけでは機能しないことは明らかであり、個々の

具体的な問題に即した就労に辿りつくための支援、及

ぴ就労後に相談できる窓口が必要となってくる。既存

の職業斡旋機能の限界を補完する意味でも、クライア

ントの個別状況に最も身近である基礎自治体を中心と

して対応する仕組みの構築が急がれているD

そうした仮説のもと、本稿はまず、「パーソナル・

サポート・サービス事業jの実績からパーソナル・サ

ポート・サービス検討委員会が行った「パーソナル・

サポート・サービスの評価手法等に関する調査J
(2012)を利用して同事業及び当事者の分析からはじ

めたo その分析により複合的阻害要因の内容と当事者

の属性を明らかにした。また、そこから得られた知見

をふまえ、社会的困窮者が制度の狭間に陥ることを防

止し、社会参加できる取り組みを構築するため、社会

的困窮者に対する政策を積極的に行っている豊中市の

事例を中心に検証しながら、自治体の役割とともに社

会的困窮者を包摂した社会的仕組みの可能性について

検討することにした。

なお、この考察によって2015年度から新しく施行さ

れる生活困窮者自立支援法が有効に機能するためには

いかなる要件を備えておくべきか、その課題整理に資

するものであると考える。

第1章では、顕在化した社会的困窮者と新たな就労

支援の取組として民主党政権下で内閣府が行った初め

て社会的困窮者に寄り添い、伴走することを含めて

「パーソナル・サポート・サービス事業jの分析を通

して見えてきた社会的困窮者の当事者属性を分析す

る。

第2章では、グローパル経済化によりこれまでの日

本型雇用システムと一体となった社会保障が限界をき

たしていることを雇用、家族の変容、セーフティー

ネットの弱体化、縦割り行政の機能不全を検証するこ

とで、社会的困窮者が増加した背景を整理する。

第3章では、パーソナル・サポート・サービス事業

が実施された経緯、当事者の主観的、客観的状況の調

査、事務局機能の分析などの実績・評価から2015年4

月に施行される生活困窮者自立支援法において、取り

入れるべき点を提言する。

第4章は生活困窮者自立支援法の概要、制度導入の

必要性、法を機能的にするための方策を整理し、同法

のモデル事業を実施しているうえ先駆的取り組みを

行っている滋賀県野洲市の「やすワークJの事例研究
を行い、その効果を検証する。

第5章は前章での「やすワークJの効果の検証結果
から再度原点、に立ち返り、地域を単位とする支援事業

をすすめ、「中間的就労J概念を早期に取り入れた釧
路市、及びその釧路市を更に発展させ、多様なネット

ワークを構築しながら、地域に依拠した就労施策を展

開している豊中市の事例から、複合的阻害要因を持っ

た社会的困窮者の抱える多岐にわたる問題を解決し、

寄り添い、伴走する支援の仕組みを検討するものであ

る。
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第1章 顕在化した社会的困窮者と

新たな就労支援の取組

1 -1 新たな就労支援と しての PS事業

内閣時fの「パーソナル ・サポート・サービス事業」

のモデルプロジェク ト (以下 rps事業」という)の
スター 卜は、民主党背内閣時代に取りまとめられた燦

急服用対策の許制li(2009年10月)がき っかけであった。

その苦I'ftlliをふまえ、生活困窮者に対する 「ワンストッ

プ・サービス ・デイ」の試行や「年越し派遣村」とし

て年末年始の緊急宿泊施設の確保と生活相談が笑施さ

れ、 一定のトl的を達成した。だが、同時にこの事業を

通し、社会(i(J悶窮者が抱えている リスクは単一ではな

く、様々な:t活上のリスクが重なっている実態を把握

することの必要性が浮かび上がってきた。そしてその

必要性を理解した上で、個々の社会的困窮者が抱える

問題を解きほぐし、具体的な支援に結びつけることが

いかに|本Imll;であるかなどの問題点も浮き彫りとなった。

緊急耶川対策での取り組みから、主th!j_l-_のリスクが似

雑に絡んでいる社会的困窮者を支援するためには、l見

存の支援休HiIJではIIIJ題の全体を受け止めきれないと与-

えられ、当 ~J_\者・の抱える 問題の全体を十llt造的に把撮し

た上で、支援策を当事者の支援ニーズに合わせてオー

ダーメイドで澗盤、調達、開拓する継続的なコーデイ

ネートが必嬰であると認識された。このような認識を

もとに、 2010年5月11日に第 1IITIセーフテイネ ット

ワーク笑税チームが組織され、同年7月21日にパーソ

ナル ・サポート ・サービス検討委員会が開催された。

問年10月からモデル ・プロジェ クトが第 l次地域 (錫11

路市、般浜市、京都府など)で、 2011{Io 3月に第2次

地域 (野洲市、 ~~中市など)で Hf.J 始された。 さらに

2012年度から随時第3次地域 (足立区、八尾市 ・柏Jl;(

市、梓川り，Lなど)での事業が1m始されていく。

1 -2 PS事業の支援実績から当事者属性の分析

まず、本市では、上記パーソナル ・サポート・サー

ビス検討委μ会が実施した 「パーソナル ・サポート・

サー ビスの岸川Ili手法等に関する部l~J (2012)を利用

し、 PS モデル~Jï-業の支援実績を通し、生活困紛者・の

属性の実態を把J起することとする。この調査は、 PS
モデルlJ~撲の評価分析から事業の謀阻を整理するもの

であるが、支援プロセス自体の評伽iや、就労が達成で

きたかどうかといった数値的には表れにくい自立に向

けた当事者の変化の把握、そしてそれらを踏まえての

事業全体としての評価を行う必要があったため、支援

の記録を記入シートに記載する方法によりデータを収

集 ・分析したところに特色がある。

なお、記入シー トは、2010年度に作成した試行版を

もとに、|剥係者!日jで協議を行って改訂したもので、

2011年6月以降、モデル ・プロジェクト実施地域にお

いて記入 ・提出されたものである。

1 -2-1 モデル ・ プロ ジェクトの文援実~'t

内閣府のまとめた PS事業のモデル事業の分析 (正

式には「パーソナル ・サポート ・サービス~モデル ・

プロジェ クト の評価Iiについて-J)によれば、 PS事

撲を行った27地域における事業開始から2012イ1':11月30

11までの相談受理件数は合計で19.615件であり、その

うち PS事業が必要であると判断されたケースは

11.833件 (相談受週間数の60.3%)であった。

このうち、実際に PS事業の利用につながったケー

スが10.447件 (88.2%)で、当事者本人と PS事業の

利用について調整Ijlのケースが387i!1二 (3.2%)であっ

た。また、関係機関から紹介のあったケースなどで、

当事者本人とはコンタクトが取れていないが、'i事者と

つながっている関係機関や家族等とコンタクトをとり、

PS事業の利用を働きかけているというケースが337

件 (2.8%)存在する。

] -2 -2 モデル事業からみる~Jrf.手1')1~性

当事者の年代は20成未満から60歳以 kまで、概ね均

一に分散している傾向がみられるものの、性別では男

性が65%、女性が35%となっている。

他方、当事者{象は年代によって奥なるか、傾向は次

のとおりである。「結婚の有無jでは、向性別 ・死別を

合わせると50歳代以上では6割以上に結婚の経験があ

るのに対し、 30歳代では7割以上、 40成代でも 5割以

|てが結婚の経験をもっていない。

「成育歴における課題Jでは、40歳代以上に比べ、

図 1-1 性別

|口男性 固女性|

.20代未満

口20代・30代
口40代
.50代

口60代
.!nt阿答

図1-2 年代
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図 1-3 年代別の結婚の有無の割合
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図1-5 年代別問題領域
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図1-6 当事者が抱える問題領域数

30歳代以下の)jが相対的に課題を有する場合が多く、

特に、 20歳未満では、虐待 .DV (ドメスティック ・

バイオレンス)や家庭の貧困 .11'1'金、イミ笠校などの課

題を抱えている者が4割に上っている。

年代別のIJJJ!叫領域については、すべての年代におい

て「仕事」の削合が高いが、50歳代、 60歳以上では

「生活j、「世~11iJ の割合が高いのに対し、 20歳代、 30

歳代では 「精神的問題j、20歳未満では 「家族 ・地域

との関係」、 「教育Jの割合が高い。
問題領域の重なりをみると、 3領域以上の問題を抱

えているケースが36.7%、またHJ4域.1-':;、トーの問題を抱
えているケースが15.7%となり、 一人当たり平均2.35

領域の問題を抱えている状態にあることが分かった。

この調査分析から生活上のリスクを組数抱えた生活困

窮者を支援するには新たな体制が必史ーであることが分

かる。

第2章 社会的困窮者が増加した時代背景

2-1 グローパル経済化と日本型雇用システムの崩壕

大量生産 ・ 大ill:消費の拡大成長H寺代が終J~ し、日本

の社会は成長}引から成熟期に移行した。消費者はよい

商品、よいサービスを安側に手に入れようとする欲求

が強まり、企柴側としては情報化、効率化を進行させ、

人件費を安くJillえる必要に迫られるようになった。ま

た、グローパル経済が本格化するなか、企業の海外進

/j¥とともに単純労働者の賃金低下の圧力が加わり、コ

スト削減を加速させる次:困となった。

情報化、効率化そしてグローパル化によ って、 これ

までの日本の雇用システムの特徴とも言える終身雇用、

年功序列の崩峻がはじまってきた。阿部 (2010)は

[1990年代後半からグローパル化と技術J区新により国

|際競争が激化し、 安fJlliな労働力を求めて中間、東南ア

ジアに拠点を世き、 l主11勾の生産拠点を縮小し服用制強

を区lったことが非正鋭社μを増加させた可能性があ
るJとしている。経済桝造の激変によって、またそこ
に労働者派遣法の改正によって規制緩和がなされ大量

の非正規制:員を生むことになった。非正規社Uの労働

条件は、低賃金かっ不安定なものとなり、稼働能力が

あるにもかかわらず生活保護の受給対象となっている

ケースが多くみられるよう になった。その実態を以下

にみてみる。

j♀生労働省福祉行政報作例の 「世ffi:類型別被保護世

.m:数の年度推移jによると、 2005年度の被保護世帯数
の総数は1.041. 508IU:，Xí・であったが、 2010:{1~伎の被保

護世;肝数の総数は1.409.067111:帯と約35%もi;

いる。

また、被保護世帯の111:桁椛成にも変化がみられ、高

齢者|世帯、 l埠害者 .1t'j~1弱者位帯、母子世帯のいずれで

もない 「その他1!J:，}i}'Jの111: 'Hl:数は、2005年度において
は107.259世帯であったのに対し、 2010年度では

227.336世帯となっており、 2倍以上の附加となって

いる。「その他世帯」とは、若者、壮年!自の稼働能力

を判った人々の失業をな|旅している。4守に、"本は
リーマン・ショック (2008年9月)後、急速に服用状

況が悲化し、総務省統計同労働力調査によると2009年

7)Jには完全失業字fは約364万人となった。このデー

タから稼働能力層の人々が仕事を失い、 経済的j忠雄を

なくしたことから生活1~~護に至っていることが分かる。

吏に、これまでの失業対策はハローワークの拡光や職

業訓練の助成なとεが主だったが、それらの文扱だけで

はIYJらかに限界があり、就労先ありきの失業対策だけ

図2-1 世帯類型日IJ被保護世帯数の年度推移 (1か月平均)

2∞5 2006 2007 2∞8 2009 2010 

総 数
1.例1.508 1.075.820 1.105.275 1.148.766 1. 274 .231 1.409.057 

(3.3%) (2.7%) (3.9%) (10.9%) (10.6%) 

高齢者世I:;m: 461.962 473.838 刊7.665 523.840 563.061 603.119 
(4.896) (5.096) (5.3%) (7.5%) (7.1 %) 

障害者1肘i~; ・傷病fï 世'沿
389.818 397.357 401.088 407.095 435.956 466.111 

(1.9%) (0.996) (1.5%) (7.1%) (6.7%) 

母子tll:'m: 90.531 92.609 92.910 93.408 99.592 108.740 
(2.3%) (0.3%) (0.5%) (6.6%) (9.2%) 

その他の1"::;i~; 
107.259 109.847 11.1目282 121目570 171.978 227.336 

(2.4%) (1.3%) (9.2%) (41.5%) (32.2%) 

7主) I!l'!;労働'fjr綿布l 行政調1告例J より 。 2∞9~1' 1定ま では、確定他。それ以外はほ数値。 括弧内はl泊1ド J主 ('1' び司君、来日本大災災の泌物に よ

り、平成2311'2)1分は1llIIJntJ以外の偏向県を除いて集計した数似である。
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では救済できないこともこれらデータから読み取れる。

2-2 家族形態の変容

社会的困窮者が増加した背景のーっとして、生存生

活の基盤となる家族形態の変容がある。近年では、急

激な高齢化の進展により高齢単身世帯の増加、 また、

離婚や未婚による単身世帯の増加がみられ、家族同士

の支えあいの機能の低下が危燥されている。橘木

(2011)によると、 1980年代から離婚率が上昇し始め

たこと、及び生i医未婚率の上昇が単身者増加の一因と

なっていることを指摘している。これらは円本の家族

のあり方の変容を示しており、この進行により家族の

鮮や地域のつながりを希薄なものにしてきた。

厚労省の 「婚姻件数及び婚姻率の{I三次推移」による

と、日本は昭和47年 (1972年)の餓姻件数は100万件

を超え、婚姻率5)も10.0以上で、ほとんどの人が結婚

を選択する時代であった。

しかしながら、グラフ(函 2-2)にある通り、1113

和50年代以|俸は婚姻率が徐々に低 lγし始め、平成21年

(2009年)の婚姻件数は70万7824机で、前年の72万

6106組より l万8282組減少し、婚姻率(人口千対)は

5.6で前年の5.8を下回った。さらに重大なことは、生

涯にわたって一度も結婚しない人、つまり生涯未婚率

の増加である。図2-3は1920年から2010年までの生

涯未婚率が総人口に占める比率を男女別に表したもの

である。

この図から1990年代に入ると男性未婚率が5パーセ

ントを超え、女性も4パーセントを超えている。その

後、2010年の時点では、男性は20.14%、女性は

10.61 %と急上昇している。また、山田 (2014)によ

ると、未婚率において特に30歳から34歳までの未婚率

の推移は、1970年代半ば以降結婚する人が減少し、

2010年の時点では男性では47.3%、女性では34.5%と

の調査結果が得られている (1主12-4)。また、これに

加えて、 2010年の11寺点での18歳から34歳の未婚者のう

ち交際している異性がいない人の割合を男性61.4%、

女性49.5%であること、ここ30年あまりの問に中高生

の性的関心が大幅に低下していることから、日本では

単に結婚する人が減少するのではなく、親密な中11手、

つまり、カップルを形成する力が弱まっていることを

データも示している。こうしたデータをもとに山田

(2014)は、家族の存在を前提とした日本の中1:会保障

f!iiJ)立において、経済力のある人が家族をつく ってさら

に豊かになり、経済力のない人は家族を形成 ・維持で
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図2-4 30歳.......34歳の未婚率の推移
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国税調査 (2005年以前「日本の長期統計系列」掲載)

きず生活も凶窮していく現実を表すものと強調してい

るo 山田 (2014)の指摘からも、まさに日本の社会を

深く静かに新たな格差社会が進行している姿が浮かび

上がってくるo

社会の二極化とともに、地域コミュニティにおける

人間関係の希薄化が広がり、全世代的に社会的に孤立

する人たちが多くみられるようになってきた。社会的

孤立は、生活、経済、精神・健康而などにおいて頼る

人がいない上に、社会的サービスへのアクセスが困難

になることで、その結果として、貧凶・生活困窮、孤

独死といった問題につながりやすい。家族やコミュニ

ティ機能が低下することで、孤立を促進させて、貧困

の連鎖につながる可能性が高まることが懸念されてい

る。

2-3 既存のセーフティーネットの弱体化

戦後日本の社会保障の担い手は家族、企業、地域、

政府と考えられてきた。しかしながら、前述したよう

に、家族形態は変容し、社会保障制度のあり方を再検

討する時期を迎えている。社会保障や社会福祉といえ

ば北欧をイメージする。国によって濃淡はあるものの

ヨーロッパは社会保障に厚く、アメリカとは対照的な

高福祉・高負担型の社会である。日本はこれまで社会

保障が小さいながらもアメリカほど格差社会にならな

かったのは、一つは家族と企業が社会保障の下支えを

行ってきたからである。もう一つは政府の財政出動に

よる大型公共事業を行い、それにより雇用が確保され

てきた。このことを広井 (2013)は、公共事業型社会

保障と言っている。公共事業だけではなく、農業や中

小企業への補助金、さらには自治体に対する地方交付

税交付金といった地方への再分配機能により、社会保

障を補っていたとしている。

また、松本 (2014)は、日本の社会保障の中心が年

金・医療・介護という比較的人生の後半期をカバーす

る制度に偏重していることの背景にはやはり、家族、

企業、地域による生活保障機能が存在していたためと

指摘している。さらに、家族、企業、地域の急速な変

化がセーフティーネットの弱体化を招いており、特に

人生の前半期における雇用形態の変化やニート・ひき

こもりなどに見られる無就労者の増加とそれに伴う生

活保護受給者の急増となって表れているとも指摘して

いる。

2-4 縦割り行政の機能不全

グローパル経済化、日本型雇用システムの崩壊と家

族形態の変容に伴い労働環境や生活環境が変化したこ

とで、日本の社会はこれまでとは違った社会的困窮者

を生み出してきた。しかも、それら社会的困窮者は阻

害要因を複数抱え、そしてその背後には「関係的困

窮Jの陰が見え、経済的貧困だけを解決したとしても
関係的困窮の解消を合わせて議論しなければ課題解決

の方向性が見出せないことも明らかになってきた。日

本型雇用システムがうまく機能し、家族という生活基

盤が強固であった時代であれば、障害であれば福祉へ、

失業であれば就労へという各課題を対応して問題を解

決することが手段も明確であったが、今日のように入

り組んだ課題を複数抱えた社会的困窮者に対しては、

これまでのような行政の縦割りの仕組みでは対応でき

ない状態となった。松本 (2014)は、現在のさまざま

な生活上の困難が全国一律の社会保障制度のみでは対

応できないことは自明であること、同時に、従来の家

族や地域、企業による生活保障機能の変化に対応でき

るような、地域の実情に即したセーフティーネットの

再構築が重要になっていると強調している。しかし、

地域の実情に即したセーフティーネットづくりに自治

体がどのように関わっていったらよいか、試行錯誤が

続いているのが現実である。これらの実態を踏まえ、

複合的な問題を抱えた社会的困窮者の課題を解決して

いくために、これまでにはなかった寄り添い・伴走型

で、各人のニーズに合わせ包括的に対応できる支援の

あり方が求められるようになってきたのであるo PS 

事業はこうした時代背景のもとでスタートしている。
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第3章 PS事業から見えてきたもの

3-1 パーソナル・サポート事業の経緯

民主党政権下(鳩山、菅、野町内閣)で内閣府参与

で、あった湯浅 (2012)によると、 PS事業は、麻生政

権の2009年度第一次補正予算で成立した「第2のセー

フテイネット」群6)の政策に「人による寄添い型支

援Jというキ一概念を加えたものであったとしている。
「寄り添い型jとは、行政のもつ支援の枠に当事者を

押し込めるのではなく、当事者が抱える個別事情に合

わせ、支援を進めていくという理念を表しているもの

であった。 2010年7月から内閣府の検討委員会で枠組

みが議論され、実施主体は都道府県におき、緊急雇用

創出事業の基金約30億円を財源に、第1章で述べたよ

うに2012年3月までモデル事業を実施することを決め

られた。

この制度のモデルは、イギリスのパーソナル・アド

バイザー制度である。イギリスには求職者手当制度が

ある(独立行政法人労働政策研究・研修機構による

「ドイツ・フランス・イギリスの失業扶助制度に関す

る調査J)。この制度の仕組みの概要を以下に整理して
みる。

この制度は、仕事に就いていないか、週16時間未満

就業している16歳以上、年金受給開始年齢(男性65歳、

女性60歳)未満の者に適用されるもので、雇用年金省

が管理運営し、給付業務は同省所管のジョブセン

ター・プラスが担当する。国民保険の拠出に基づいて

定額が支給される拠出制と、拠出制手当の受給資格が

なく、収入額が定められた水準を下回る者に対する所

得調査制に分かれる。双方とも、基本的には常に就労

可能な状況にあること、また求職活動を積極的に行う

ことなど、同等の条件が課される。そのジョプセン

ター・プラスに設置されたのが「パーソナル・アドバ

イザーJである。ジョブセンター・プラスの約7万人
のスタッフのうち、 9300人がアドパイザーとして従事

している。アドバイザーの一人当たりの商談回数は平

均週28回(一日当たり 5--6件)、而談 1回あたり平

均所要時間は41分である。アドパイザーには資格要件

はないが、採用後職場内訓練に加えて関連する資格取

得が推奨されている。

パーソナル・アドバイザーとの面談を通じて「求職

者協定Jが作成され、求職者はこれに合意することが
義務付けられている。内容は、就職を希望する職種の

ほか、就職機会の拡大のために行う活動として、①

企業に対して週あたり最低で何通の申込書を送付する

か、②何社を訪問するか、③何社に電話をするか、

④ジョブセンターに何度連絡するか、⑤どの新聞・

業界紙の求人広告をどの程度の頻度でチェックするか、

⑥どの職業紹介業者に登録して何度連絡するか、

等々がある。併せて、就業に関する条件として、就業

可能な時間帯や時間数に関する制限など(通常は週40

時間以上就業が可能であることが求められ、これを下

回る時間に制限する場合は、介護責任などの理由を要

する)が記載される。また、受給開始から一定期間は、

それで従事していた職種、前職の賃金額と同等の内容

の仕事に求職を限定することが認められ、その期間が

記載される。もし期間内に希望する内容の仕事に就け

なかった場合は、アドパイザーとの面談により希望す

る範囲を広げることが求められる。

パーソナル・アドバイザーは、履歴書の作成や面接

の準備、仕事に必要な技能などについてアドバイスを

行う。失業直後からの技能関連の支援内容としては、

地域の雇用機会を勘案した技能評価等へのアクセスの

提供、専門職あるいは特定職種向けなど多様な訓練

コースに関する情報提供、英語や読み書き計算など基

礎的技能の向上に関する訓練コースへのアクセスの提

供、インターネット等を通じた訓練機会に関するアド

バイスの提供、短時間の訓練若しくは8週までのフル

タイム訓練へのアクセスの提供などがある。このほか、

必要に応じて就職のための物品の購入費等を補助する

(面接のためのスーツや、雇用主が提供しない仕事道

具の購入費用など)。

手当の支給開始以降は、パーソナル・アドバイザー

との面談により求職活動の実施状況についてチェック

を受けるため、受給者には2週間に一度、ジョプセン

ター・プラスに来所することが義務付けられているo

また、失業から13週を経た受給者には、通常の而談と

は別に実施されるレビュー・ミーテイングと呼ばれる

面談において、求職者協定を見直してより幅広い職種

への求職が求められるほか、求職活動にあたっての困

難(育児・介護や健康状態など)や、再訓練の必要な

どに関してアドバイスを受ける。レビュー・ミーテイ

ング直後の6週間は、通常の2週間毎の面談が毎週実

施される。さらに、失業期間が26週に達した時点で再

びレビュー・ミーテイングが実施され、求職活動のさ

らなる見直しが行われる。併せて、アドバイザーは長

期失業者の就業支援に関する就業準備訓練、 トライア

ル就業、ボランティアなどのメニューから一連の活動

を求職者に提案(求職者は最大で3種類の活動に参加

することが求められる)、最終的に「活動計画Jとし
てまとめられる。求職者には、これに合意のうえ、計

画に沿った活動を行うことが義務付けられる。

活動計画に記載される主な内容は、これまで提供さ

れた支援プログラムの参加・修了状況、目標とする仕

事内容と達成のためのステップ、計画見直しの時期・

結果、職歴、スキル・職務経験、過去の訓練受講や資

格取得実績、就業の障害となっている事柄と克服のた

めの方法、目標の達成を確実にするために必要なス

テップ、求職活動の詳細などであるo
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図3-1

く参考例>イギリスのパーソナル・アド1¥イザー(概要)

0イギリスでは、「ニューディール政策(1998年-)Jの一環として、ジョブセンター・プラス(※1)を中心lこ、離職
期間に応じた就労支媛を展開しており、一定の成果をあげている(※2)。
※1 求職者手当、所得補助、就労不飽手当等の給付サービスや似業・教育訓練等の庖用サービスを総合的に提供する機|刻

※2 2沼09年10月から、新たに4段階として、専門プロパイダーによる就労支援を展開(フレキシプノレ・ニューディーノレ)，
O全国約1，500か所のジョブセンター・プラスl二9000人(2006年)を超えるrI ~ーソナル・アドバイザーIを配置。
求職者手当受給者一人一人にパーソナル・アドバイザーがつき、就職活動を一貫してサポート(手当受給者
は面談を受ける等の義務を負う)。
0相談は定期的(2週間lこ1回)1二実施。1人当たり所要時間は相談者の支援の必要度に応じ20-60分程度。
0パーソナル・アドバイザーは、就強玄鑑に関する相当の耳車内的知擁立必I(45%の者が5年間以上の経験，
また、助言・指導に関する資格(例:NVQレベル3又は4)の取得が推奨)。

担当する手当受給者に対し、個別的・継続的な面談及び就職に結びつく活動の提案を実施し、

手当受給者に自信をつけさせ、求際活動に必要な技能を身に付けさせる

0か月

(参照)Dtpartment ror Work: l1nd PcnsIollS HP JOaCENTRE I'LUS Delivering efTeclive services through I'c回 n31AdvÎse隠(N~liαnnlAudit Onicc) 

111典 パーソナル ・サポート (個別l支援)・サーピスについて平成22年5111113内閣府

このように個々の具体的な事情に合わせて就業支援

をするもので、これまでの日本のようなハローワーク

中心の 「職場」紹介で、終わるものではない。湯浅ら

PS ~Ji業の関係者は、複数の阻害要因を抱えた社会的

困務者に対しては、このパーソナル ・アドバイザーの

ような支援者が必要であると考えたのである。

3 -2 PS事業の実績と評価

3-2-1 プロジェクトから得た知見7)

有識者や実践者からなる「生活困窮自立促進(社会

参加)プロセス構築モデル事業統括委員会(一般社

団法人北海道総合研究調査会 (HIT))Jが設世され、
生活困窮者の相談支援体制の構築に向け、 「相談支援

事業の笑施主体(笑施機関)Jの在り方と設世に関す

る考え方、生活困窮者の自立促進 ・社会参加を支援す

るプロセスの概念、および相談支援の担い手たる人材

育成の在り方について、基本的な考え方をとりまとめ

た「セーフティ ー ネッ ト 支援対策等事業q~1il ì助金 社

会福祉推進事業生活困窮者支援体系に資する調査 ・研

究事業報告書J(平成24年度)に よると、PS事業で
は当事者が複合的阻害要因を抱え込んでいることを正

械に認識できず、自分の力のみでは必要な支援策にた

どり措くことが困難な状況に対して、 制度本位で、はな

く、支援ニーズを持つ当事者本位の個別的・包括的・

継続的な支援を目指してきたと述べられている。そこ

で、現役稼働年齢層、若年者など支援策がまだ十分に

椛立していない層を合め、対象者のl闘が広がったこと

から、PS事業では、住居や収入、健康状態等の「生

活而」、家族 ・親族関係の課題、社会的なつながり 、

コミュニケーション等の「社会而」、就労に向けた意

欲 ・準備、スキjレ等の「就労面」の3つの観点から総

合的に把握することとした。

木報告は、このような視点に基づき、当事者の主観

的状況(満足感)及び生活而、社会而、就労面での客

観的状況を概ね3か月に l度把握している。

3-2-2 調査結巣

PS事業を必要とした被支援者が感じた全体の満足

度の動きを、4"寺)，~~で、調査したものが図 3-2 である。

これを見ると、満足度の向上は、初Irrlから 2時点目に

かけて大きく、それ以降上昇11I日は縮小しながらも、満

足度が向上 していく 動 きがみられる。社会的孤立状況

にあった被支援者が、PS事業を利用することで、支

援機関とつながりができる こと、 それ肉体が満足度に

大きな効果をもたらしていると考えられている。

次に、個別の領域での評価の動きである。生活面、

社会面、就労簡での客観的状況については、次の表に

記jl誕の観点から、被支援者の~il'仰l i をまとめた ものが報

告されている。生活而は日常生活状況を日常生活に必

裟ーな基本条件(例:必要・な食事をしている、電気 ・ガ
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図3-2

生活面の指標 社会面の指標 社会面の指標
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3.∞ 3.00 3.∞ .... 
2.∞ . . 2.∞ . 2.∞ 
初回 2四回 3回回 4園田 初回 2四回 3回回 4回回 初回 2回回 3園田 4回回

一一住居の継続性 一一家族・親旗関係の課題 一一就労に向けた意欲・準備
…収入の安定 -…社会的つながり 一…就労のためのスキル
一日常生活状況 一一・コミュニケーション 一・就労状況
一・心身の健康状態 -ー・・金銭的な課題 一一・就労上の労働問題

一般社団法人北海道総合研究調査会 平成24年度パーソナル・サポート・サービスの評価手法等に関する調査より

ス・水道等のライフラインを使用している、冷暖房を

使用している、生活用品を購入している、衛生面の問

題がない等)が整っているか否か、その程度について

I点-10点で評価したものである。

社会面は「社会的つながりjを社会的な接点(例:

家族、友人、職場等の所属組織、支援機関 (PS以

外)、宗教、趣味の活動など)多少、孤立感の大小の

程度について 1点-10点で評価し、「コミュニケー

ションJ(他者と意思疎通をするコミュニケーション
とし、表情や行動など言葉を使わないものも含む)が

とれるか否か、その程度について l点-10点で評価し

たものである。

就労面は就労に向けた意欲・準備を生活のリズムを

整える、コミュニケーションスキルの訓練、ハロー

ワークに通う、求人雑誌を見る、技能講習を受ける、

中間就労のプログラムを体験する、体験就労を行うな

ど、本人に応じた就労に向けての準備の程度について

l点-10点で評価し「就労のためのスキル」をコミュ

ニケーションスキル、社会人としての一般常識、挨拶、

電話対応など就労に当たっての基本的なスキルの習得

レベルについて l点-10点で評価したものである。

これら各分野での指標の動きをみると、全体として、

支援開始当初に大きく指標が上昇し、その後緩やかに

上昇していくという傾向は共通のものである。この中

で、就労面での指標は、生活面、社会面と比べ水準が

低いが、伸び率はもっとも高い。これは、被支援者の

就労面で置かれている状況が非常に厳しいことと、そ

れに対する PS事業による支援が大きな効果を持って

いることを示唆するものであると考えられるo

3-2-3 事務局機能に関する分析

同報告書では、 PS事業の理念を体現するため、一

人ひとりの支援者の機能を超えた組織的な対応や支援

者のサポート・ケアといった形で行われる様々な機能

を「事務局機能Jと定義し、支援者機能とともに重要
な機能として位置づけ議論を行ってきたとしている口

調査では、各地域において実施している事務局機能の

取組について、その取組内容とともに「意図・ねら

いJ、「結果・諜題」の把握を行った。
この検討を踏まえ、地域におけるネットワークの形

成、多角的な目線による支援の方針・方策の提案等の

支援スキルの向上(支援の質の向上)、支援者の心身

の健康サポート、制度の内容・運用の改善等の様々な

取組が実施されていることが把握され、個々の支援の

質や効果を高める上で事務局機能が重要であることが

改めて確認されたとしている。モデル・プロジェクト

では、事務局が様々な実銭を重ねていく中で、ねらい

以上の効果や相乗効果が生まれることにより、支援の

幅が拡がったり、 PS事業が存在することによって、

PS事業以外のまわりの機関が本来の役割を果たすだ

けでなく、本来の役割を超えて連携する仕組みが地域

に生まれるといった、地域の社会資源の有効活用・活

性化、あるいは創出など事務局機能によって引き起こ

された地域のダイナミズムともいうべき動きが生じて

いることが把握されている。

多くの問題領域を抱えた当事者に対して適切な支援

を行うことは、単一の期間ではどうしても限界がある。

しかしながら、生活支援、就労支援、医療といった各

機関がそれぞれの専門性を発揮し、それらを緊密に連

携させることで、複雑な問題にも対処することが可能

となることがモデル・プロジェクトで明らかになって

いるo そうした観点から、連携の要となる事務局機能

は、 PS事業にとって非常に重要なものであることが

分かる。

3-3 モデル・プロジェクトから見えてきた課題

PS事業を通じて得られた知見から課題を以下5つ

に整理してみる。
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3-3-1 パーソナル・サポート・サービスによる

コーデイネイト機能

モデル・プロジェクトは、対象者を限定せず、既存

の施策の枠組みにとらわれない総合的な支援として行

われた。 PS事業の意義は、サポーターが核となり、

医療、介護、障害者支援、生活保護などの既存施策な

どの専門家チームと、地域コミュニティで行われてい

る様々なインフォーマルな支援をコーデイネイトし、

被支援者の状況に応じた個別の支援プログラムを構築

することにある。 PS事業が、それ単独で、支援を完結

させることができるものではなく、既存の各支援制度

を活用し、それぞれの支援制度の効果を高めていくこ

とによって、複合した問題を抱えている社会的悶窮者

への支援が有効なものとなることを示唆している。

3-3-2 広域的な連携支援

実際の支援を行うに当たっての社会的資源は、医療

や介護などの既存の行政施策をはじめ、 NPOなどの

民間団体による支援、地域に密着して民生委員や自治

会等の存在もあり、被支援者の身近な社会的資源を活

用することが必要となる。

また、被支援者の中には、自分がそうした支援を受

けていることを親族や友人などの身近な人に知られた

くないという気持ちがあることや、社会的なステイグ

マが解消されないままかかえていること、本人の事情

により住所地で支援を受けられないなどから、自分の

地元の相談窓口で相談することに抵抗を感じるという

ケースも多く存在する。このため、適切な支援メ

ニューを用意するという意味においては、一番身近な

行政単位である市町村が重要な役割を担うが、そこか

らこぼれてしまう被支援者をカバーするため、相談窓

口はある程度広域性を持たせることなど、実情に応じ

た柔軟性も求められる。

3-3-3 rアウトリーチJによる支援
PS事業を必要とする対象者は、行政サービスの情

報からも孤立しているケースが多く、居住地域で PS

事業を行っていたとしても、それを知らず活用できな

いケースが多い。また、サービスがあることは知って

いても、自ら利用しようとしないケースもある。こう

した対象者の存在をキャッチし、支援につなげていく

ような働きかけを行っていく「アウトリーチjの取組

を進めることは、モデル・プロジェクトの課題でも

あったとされているo 今後、「アウトリーチ」の取組

をどのような体制で行っていくのかということは大き

な課題となるだろう。

3-3-4 人材確保と育成の課題

こうした地域を単位としたコーデイネイト機能や、

アウトリーチ機能を果たしていくためには、相応の人

材が必要となるo 支援担当者に求められる能力として

は、①相談を通じて個別の対象者の抱える問題を整

理するアセスメント能力、②個別の対象者ごとに利

用する施策をまとめるプランニング能力、③関係機

関や関係者をまとめ、支援体制を整えるコーデイネイ

ト能力、④支援の進捗管理とフォローアップなどが

考えられる。

モデル・プロジ、エクト実施地域でも、こうした人材

の確保が課題となっており、人材の確保と適切な人材

育成プログラムの開発が必要となるo その一方で、人

材要件としてある一定の資格者を望む声もあるが、研

修や人材育成プログラムの履修は必要だが、資格者と

限定して基準をつくるよりは、広く募る方が多様な人

材が集まり幅広な支援システムが構築できるものと考

える。

3-3-5 関係的困窮の解消

PS事業の当事者分析から年代別の問題領域につい

ては、 50歳代、 60歳以上では「生活J、「健康Jの割合
が高いのに対し、 20歳代、 30歳代では「精神的問題」、

20歳未満では「家族・地域との関係J、「教育Jの割合
が高く、若年層ほど関係的悶窮が大きく影響している

ことが見えてくる。また、「セーフテイネット支援対

策等事業費補助金社会福祉推進事業生活困窮者支援

体系に資する調査・研究事業報告書J(2012年度)の
調査結果からも PS事業の伴走機能は支援開始早期時

点で高効果を得られることは明らかであることから、

継続的伴走機能をもった支援の構築が必要になってく

る。

第4章 PS事業から生活困窮者

自立支援法ヘ

2012年12月、民主党政権は終わり、自民・公明によ

る安倍内閣が誕生した。政権交代後も依然として、生

活困窮に至るリスクの高い人々や稼働年齢層を含む生

活保護受給者が増大しており、凶民の生活を重層的に

支えるセーフテイネットの構築の必要性に変わりはな

い。そこで、 PS事業の評価、知見を踏まえ、生活困

窮者支援体系の構築と生活保護制度の見直しに総合的

に取り組むものとして、生活困窮者自立支援法が20日

年12月に成立した。成立の経過としては、厚生労働省

内に社会保障審議会が設置され、「生活困窮者の生活

支援の在り方に関する特別部会」において、 2013年1

月に報告書として取りまとめられた。その報告書の内

容を踏まえ、同年5月の第183回国会に生活保護法の

一部改正法案とともに、「生活l羽窮者自立支援法案」

が提出されたが、 i商法案は;衆議院で、は可決されたもの

の、参議院で審議未了の上、廃案となった。その後改

めて同年10月の第185回国会に両法案を再提出し、同
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年12月に成立したo

4-1 法の概要

生活困窮者自立支援法(以下、「自立支援法Jとい
う)の概要は以下のとおりである。

まず、①必須事業として、福祉事務所設置自治体

は、自立相談支援事業及び住居確保給付金の支給を行

つ。
次に、②福祉事務所設置自治体は任意事業として

就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計相談支

援事業等の実施することができるo

また、③都道府県知事、政令市及び中核市の市長

は、事業者が、生活困窮者に対し、就労の機会の提供

を行うとともに、就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練等を行う事業を実施する場合、その

申請に基づき一定の基準に該当する事業であることが

認定される。

4-2 制度導入の必要性

これまでの日本では、安定的な日本型雇用システム

を土台としたセーフテイネットとして金業、家族、地

域が機能し、最終的セーフティーネットには、生活保

護制度があった。しかし、雇用状況の変化の中、 PS

事業の分析からも明らかなように、これらの仕組みだ

けではもはや今日の社会的困窮者を支えられない。こ

のため、生活保護に至る前の段階から早期に支援を行

う新たなセーフテイネットの構築が必要となった。

前述した「その他世帯jの受給の増加により生活保

護受給者数は増加し続けている。雇用状況の変化によ

り非正規雇用労働者は、 2∞0年に26.0%だ、ったものが、
2013年には36.7%に、年収200万円以下の給与所得者

も2000年に18.4%だ、ったものが2012年には、 23.9%に

増加している。その他の闘窮リスクを抱える高校中退

者は約5.4万人、中高不登校は約15.1万人、ニートは

約60万人、引きこもりは約26万世帯となっている。

社会的困窮者の多くは制度の狭間に陥ってしまい、

あるいは制度の情報から孤立しているケースが多い。

第I章で示した irパーソナル・サボ}ト・サービスJ
について~モデル・プロジェクトの評価について-J
において、相談受理された19.615件のうち、当事者か

ら直接連絡・相談のあったケースが10，475件

(53.4%)と最も多く、このことからも社会的困窮者

は困窮状態からの早期脱却を望んでいることが分かるo

それ故に、ここに企業、家族、地域単位のセーフ

ティーネットと生活保護によるセーフティーネットの

聞を埋める、もう一つのセーフティーネットをつくる

必要性が出てくるのである。

4-3 法の対象者

自立支援法の対象者は、生活保護受給者以外の「生

活困窮者jである。具体的には失業者、多重債務者、

ホームレス、ニート、引きこもり、高校中退者、障害

が疑われる者、矯正施設出所者など複合的な課題を抱

え、これまで制度の狭間に置かれてきた人たちである。

住居確保給付金や就労準備支援事業等には所得や資産

の要件があるが、一方、自立相談支援事業では、相談

に来た人を広く受け止めることが求められる。

4-4 自立支援法を機能的にするための方策

この制度が機能するためには、「包括的な支援Ji早
期的な支援Ji創造的な支援Jが重要である。生活困
窮者は、心身の状況の低下、借金、家庭、人間関係の

問題など、複合的で多様な課題を抱えている。こうし

た生活困窮者に対応するため、さまざまな支援メュー

を用意するとともに自治体における内外的に応じた総

合的な取組が必要である。

生活困窮者の多くは地域から孤立し、支援が必要な

人ほど自ら声を発することができない。支援が遅れる

ほど状況は複雑化し、解決が困難になる。第 3章で

PS事業の知見から課題整理を行ったとおり、この制

度では「待ちの姿勢」ではなく、必要があれば積極的

なアウトリーチ(出向いていく支援)を行うことが必

要である。

また、この制度では、相談窓口という「入口」の整

備だけでなく、働く場や参加する場といった「出口」

を創っていくことも合わせて重要となる。これは、委

託先だけで行うことは難しく、地域で、市民(団体)

と行政の協働により行っていくことになる。こうした

支援を実現するためには、地域のさまざまな社会資源

に働きかけることが必要となる。発見や支援のネット

ワークを構築し、社会資源が不足すれば創造していく

という、新しい形の「地域づくりJがこの制度の目標
の一つである。そのためには自治体の役割として行政、

専門機関、インフォーマルな支援団体などの多くの地

域資源とをコーデイネイトする機能の充実を図ること

が急務である白

次に、複合的な課題を抱える社会的困窮者に対する

支援については、直ちに一般就労を目指すことが困難

な人に対して、「就労訓練事業(いわゆる中間的就労)

の場Jの提供等、支援付きの就業の機会の提供などを
行う「就労訓練事業」の場の提供等が必要になる。こ

の就労訓練事業は任意事業であるが、各自治体では積

極的に取り組むことが期待されている。

また、稼働年齢層に多く見られる、自信を失ってい

る社会的困窮者は、次のステップに向かうことができ

ない。自尊感情の回復・醸成を図りながら支援するこ

とが効果的であるo

最後に、包括的な支援を行うため、全庁的な体制を

構築することが必要であるとともに、自治体のリー

ダーシップが不可欠になる。そのリーダーシップが備
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わった上で、前述しているとおり公的機関に限られず、

インフォーマルな機関等との連携体制の構築が求めら

れてくる。

では、生活困窮者自立支援法実施の主体である自治

体はこれらに対してどのように対応しているのか。そ

の先駆事例のーっと言われる滋賀県野洲市の事例から

見ることにしたい。

4司 5 事例研究一野洲市

4-5-1 野洲市の生活困窮者自立促進支援モデル

事業の概要

野洲市生活困窮者自立促進モデル事業は、 2011、

2012年度に実施した PS事業を発展的に継続させた事

業であり、特に借金など生活困窮や生活而で不安定な

人を対象とした事業であるo

「おせっかいjすることを合言葉にして寄り添いな

がら伴走し、市役所内の関係部署はもとより、市内外

の関係機関、 NPO団体などと密接に連携して、「一人

ひとりを包摂する野洲市の仕組みづくりの実現jを目

標として実施してきた。

この事業は、野洲市民に対するセーフティーネット

のプレミアムサービスであるとも位置づけられている

が、中でも「やすワークJ(就労相談支援について)
の開設に注目したい。 2011年度に PS事業として実施

してきた就職ナピゲータ一事業を拡充して2013年度に、

野洲市と厚生労働省滋賀労働局(ハローワーク)と連

携して就労・生活支援を進める「やすワーク」を庁舎

本館1階に開設したo これは、ハローワークの就職支

援と野洲市の生活支援を一体的に提供する取り組みで、

「生活困窮者等を対象とした就労支援を一体的に実施

するための協定J(2013年4月1日締結)に基づき、
実施されている。

野洲市の各部署(商工観光課、社会福祉課、子育て

家庭支援謀、地域総合センター、市民交流センタ一、

健康推進課、障がい者自立支援課)の就労支援制度の

担当者が連絡を取り合い、ハローワークから市役所に

派遣されている就職支援ナピゲーターと密に連携しな

がら、就労に結びつく支援を行ったo

実績として、就職支援ナビゲーターによる就職面談

を受けたのは、 191人(実人数)、延べ874件であり、

I人当たり約4.6圃の相談回数となっている。その内、

145人が就労決定し、 2012年度 (88人)に比べ64.8%

増加しており、就労支援がより効果を発揮した成果と

いえる。やすワークでは、相談者が市役所の落ち着い

た環境で 1時間の就労相談・情報提供を受けることが

できること、また各部署の担当者等が同席して相談対

応することで、情報共有ができてスムーズな連携支援

に繋がるなどのメリットが多く、就労支援方法として、

非常に有効的であるとみているo

また、この145人の属性については、ひとり親家庭

(35.1 %)、生活保護受給者 (16.6%)、住宅手当受給

者(17.9%)、その他生活困窮者 (49.7%)となって

おり、様々な課題のある相談者の就労支援に対して、

市役所内における連携の成果があったといえるo

雇用形態については、就職決定者の内、正社員が22

人、正社員以外(パート、臨時社員、契約社員など)

が123人となっている。正社員の雇用形態が少ないと

いうよりは、生活保護やひとり親家庭、障害等、様々

な課題のある相談者が、自立した社会参加に向けて就

労決定し、第一歩を踏み出したことの効果が大きい。

ただ、こうした課題のある相談者については、就労

決定後も行き来のできる継続した支援が必要であるし、

継続的に支援し続けるためにどのような体制をつくる

べきか検討しなければならない。

4-5-2 rやすワーク」の効果
ハローワークの就労支援と市役所の生活支援を一体

的に提供するため、設置した「やすワーク」は2013年

度145名の就職者を出すことができたが、社会的困窮

者の多くは複数の課題を抱えていることもあり、なか

なか仕事に定着することが難しいケースも少なくない。

しかしながら、就労支援と生活支援を一体的に提供し

ているやすワークの形態であれば情報共有がスムーズ

に行われることから離職をしてしまったケ}スについ

ても後追いすることが可能である。また、市役所とハ

ローワークが同一の場所で一体となったことから利用

者が増加し、就労にも一定の効果があった。

しかしながら、その一方で市役所とハローワークが

一体的に生活支援を行うことで就労第一主義になって

いるのではないかと危倶される。また、母子の相談者

であれば子ども家庭諜の相談員が、生活保護の相談者

であれば社会福祉課の職員がという形で、相変わらず

縦割り行政の支援体系が維持されている。このままで

は社会的困窮者が仮に閤窮状態から脱却できて担当課

の対象外になってしまうと、伴走機能が失われてしま

う。例えば、就職ができれば生活保護受給者ではなく

なり、社会福祉課の担当で、はなくなってしまうのであ

るD 社会に参加できるか否か、一番重要な時期に伴

走・寄り添い機能がなくなってしまい、社会的困窮者

からの脱却の可能性を狭めてしまうおそれもある。も

ちろん、早期に離職にならないようジョブマッチング

を図ること、定着支援を強化していくことも重要だが、

就労することがゴールでなく、多様な出口と生活再建

の伴走支援が継続されることの重要性を感じる。先駆

的な取り組みといわれる野洲市においても、縦割り行

政の壁は克服できていなし、。恐らく、他の自治体にお

いても同様のことがいえるはずである。そこで、もう

一度 PS事業の創設が必要と言われた時点に立ち返り、

地域を単位とした支援事業に欠かせない条件とは何か

を再検討してみる。
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第5章 事例研究一地域を単位とした支援の

ネットワークと自治体

5-1 釧路市の取り組みからの検証 パーソナル・

サポート・センターえにい

5-1-1 釧路市の現況

釧路市では、長く市の経済を支えてきた基幹産業、

すなわち、漁業、炭鉱が相次いで衰退し、特に2002年

の太平洋炭鉱の閉山以降、市地域経済が全体的な地盤

沈下を起こした。有効求人倍率はこの20年は概ね

0.3-0.5で推移していたが、 2∞9年3月-4月には
0.26まで低下した。

生活保護の保護率は年間を通して変動があるが、郵11

路市で保護率の年度平均が高いレベルで上昇し続ける

「異変」は、上記の経済状況を背景に、 2002年頃から

顕著になってきたo90年代までは20%台で推移したの

が、 2002年度に33.9%を記録して以降、年々 2-3ポ

イントの上昇を続け、 2009年12月には50.2%、市民の

20人に 1人が被保護者という状況に至り、道内で最も

高い水準となり、北海道平成24年度版の「生活保護実

施概要Jでは釧路市の保護率は54.6%となっている。
これは、総務省の「生活保護被保護実世帯数、実人員

及び保護費(平成7-24年度)Jでは、全国の保護率

が16.7%であることからもかなり高水準であることは

明らかであるoill路市の保護世帯の特徴は、全保護世

帯に占める母子世帯の比率が高いことで、その比率は

16-17%に達する。これは他の自治体 (8%程度)に

比べて約2倍の水準であり、このことが釧路市が PC

モデル事業に関わることになった大きな理由であるロ

こうした危機的状況を受け、 2003年に厚生労働省か

ら、母子世帯の保護受給率が高い釧路市に「母子の自

立支援モデル事業Jが提案されたことを契機とし、
2∞4-2∞5年の二ヵ年事業として取り組みを始め、
2∞6年から本格的な「生活保護自立支援プログラムj
に取り組んできた。その中で「中間的就労J8)という

概念が生まれ、就労することだけが自立の条件ではな

いとの考えから、公閣の清掃、介護施設や障害者施設

でのボランテイア活動を通して、働くことの楽しみ、

他者との交流などから、自尊心の醸成を行ったもので

ある。ここからハローワークなどと連携した「就労支

援プログラムJ、公園の清掃や介護事業所と連携した
「就業体験的ボランティアプログラム」、親子料理教室

などの「日常生活意欲向上支援プログラムJ、農閤作
業などの「就業体験プログラムJ、従来から行なって
きた多重債務や託児支援など「その他のプログラム」

等々、多種多様な形態をもっプログラムが生まれてき

たのである。

5 -1-2 PS事業のポイント

先のやすワークの事例を踏まえて、 PS事業を成功

させるポイントを以下に挙げてみたい。第一は、官民

協働のプロセスの重要性があるo 調11路市からの委託に

より、 NPO法人地域生活支援ネットワークサロンが
発足した。郵11路の取り組みの背景に先行的な実践が二

つある。一つが、上述した生活福祉事務所が2004年か

ら実施してきた自立支援プログラムであり、もう一つ

はネットワークサロンがオープンさせたコミュニテイ

ハウス冬月荘の取り組みであった。なお、生活保護自

立支援プログラムの関係で受け入れている事業は、①

農園(阿寒地区のレンタル農閣、動物間近くの法人所

有の農閤)での農作業ボランテイアの受け入れ、②

コミュニテイハウス冬月荘での中3対象の受験勉強会

(Zっと! Scrum)の開催、③子育てカフェ「エプ

ロンおばさんの脂Jでのボランテイア(清掃等)の受
け入れ一一の3つである。これらは官民協働で取り組

んできたものである。今後制度化される場合も官民協

働は不可欠であるが、その際大事なことはプロセスで

あり、結果ではない。行政を含めたマルチステークホ

ルダーによるプロジ‘ェクトで本音を出し合いながら関

係性を作り上げていくことが大切になってくるo

第二として、オープンで開かれた入口機能と呼応し

た多様な出口の創出が必要である。課題に直面すると

当事者は自分で解決しなければならないと思いがちで、

早期発見につながらず、地域課題を潜在化させてしま

うことがある。入口の向こうに多様な出口(解決策)

を創っておくことが重要である。すぐに就労や自立に

結びつかなくとも、当事者が自尊心や自己肯定感をも

てるか、他者と関わりあうことで生きがい、やりがい

を持つことが自立への近道なのである。

三つ日として、これまでの事例やマニュアルに縛ら

れない柔軟な実施体制の構築である。重要なのは複数

の阻害要因を抱えた人たちに対しての業務であること

から、地域のニーズに応じたマネジメントすること、

社会資源開発、地域づくり、政策提言を行うなど、幅

広い人材を活用しながら地域づくりにつなげていく幅

広い実施体制が展開できる仕組みが必要であるo

5-2 豊中市の取り組みからの検証

釧路市の自立支援プログラムを参考にしながら、そ

の発展した姿と思われる豊中市の事例を検討してみるo

豊中市はこれまでのハローワークを中心にした従来の

仕組みでは就職が困難な人を対象にして、入口(相

談)から出口(職業紹介)までの一貫した支援を行

なっており、就労支援と生活支援の間を埋めるもう一

つのセーフティーネットのあるべき姿の可能性を広げ

ている。
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5-2-1 豊中市の雇用・就労支援政策

豊中市は大阪府北部の豊能の地域に位置し、人口約

39万人の中核都市である。北は池田市、箕面市、東は

吹田市と接して北東部の千里ニュータウンや市内中央

部を中心に閑静な住宅街を有しているo このような住

宅都市の一面がある一方、西部は尼崎市、南部は大阪

市に隣接しており、製造業などの立地も多い。また、

市民の所得水準は、府内で池田市、吹1+1市についで高

い。その一方で、生活保護率は全国平均の1.64%をは

るかに超え2.49%であるo所得水準が比較的高い中間

層と貧困層が併存している点に豊中市の特徴があるo

豊中市の事例を研究した棲井 (2014.2)は「通常、所

得水準が高いベットタウンでは取り組まれていない就

職困難層への雇用・就労支援に豊中市が積極的なのは

経済的背景にはこうした特殊事情がある」と述べてい

る。

豊中市の雇用・就労支援の展開は大阪府の独自事業

の取り組みの一環としてはじまっているo 大阪府は

「市町村が地域にある様々な支援機関と連携して、働

く意欲がありながら雇用や就労を実現できない方々を

支援し、一人ひとりが生き生きと働くことのできる社

会の実現を目指す」として、 2000年に府の独自事業と

して府内の市町村に対して必要経費の2分の 1を支給

して「地域就労支援事業」を開始した。豊中市はこれ

を受けて2003年8月に「豊中市地域就労支援セン

ター」を設置した。これが、豊中市が就労支援政策に

着手したきっかけであるが、豊中市は、その 3年後で

ある2006年11月に「豊中市無料職業紹介所」を開設し、

この両機関の連携した支援活動が現在までの雇用・労

働政策の中核を担っているo 2008年には「豊中市雇

用・就労施策推進プラン」を策定し、市が推進する就

労支援政策の基本方針として以下の4点を示した。①

就労困難者等の就労に向けた支援が必要な人への対応、

②地域特性を活かした就業の促進(若年者、女性、

高齢者、障がい者など)、③雇用・就業機会の確保・

創出、③雇用・就業のセーフティーネット、である。

この推進プランについて、棲井 (2014.2)は、労働力

供給の余地が比較的大きい若年層や女性等に着目し、

基礎自治体の特性を活かしながら、地域における麗

用・就労機会を創出する方向性には政策の積極的な性

格が表れているとしているo

5-2-2 おおさかパーソナル・サポートモデル事

業における豊中市の検証

おおさかパーソナル・サポートモデル事業は大阪府

で実施された PS事業であり、その特徴は大阪府と実

施5市(豊中市、吹田市、箕面市、 2012年度から八尾

市、柏原市が参両)による共同提案にあるo 基礎自治

体である 5市はパーソナル・サポーターを配置して伴

走型の自立、就労支援を実施、広域自治体である大阪

府は基礎自治体のパックアップ、国や関係機関との調

整役など、広域、専門的役割を担うなど、府と基礎自

治体の相乗効果をめざした。

また、「発見・相談Jr地域力の向上Jr多様な就労
支援メニューの開発Jr出口の創造」など、これまで
の地域就労支援事業で対応することが困難であった課

題に挑戦したものであるo

豊中市は他の自治体に先行して、就労支援の素地が

十分であること、生活困窮者に対する単なる福祉政策

に留まるのではなく、就労を通じて地域の中小企業の

支援を行っていること、そして、就労することだけを

出口とせず、多様な出口を市が独自に創出している点

で先駆的であることから豊中市の取り組みを検証する。

そうすることによって、今後、他の自治体におけると

中小企業への支援を通じての生活困窮者の自立支援政

策のモデルになりうるという判断で取り上げる。

豊中市の取り組みは大きく 3つのモデル事業から成

り立っているo 一つ目として、特に福祉の分野との連

携をベースとした「くらしかん PSセンターJである。
これは、従来の活動を通じて蓄積されたノウハウや地

域金業との関係性を強みとしながら、生活保護受給等

長期離職者の就労支援への活動内容を拡大しているo

2つ日として、コミュニテイソーシャルワークの取り

組みをベースとした「豊中市社会福祉協議会 PSCJ

である。コミュニテイソーシャルワークの取り組みと

は校区福祉委員会を基盤とした住民主体の地域福祉シ

ステムの構築で、 2005年からはコミュニテイソーシャ

ルワーカー(以下 rcswJという。)を 7つの地域圏
域ごとに配置し (2009年の福祉公社との統合後は14

名)、福祉なんでも相談窓口に寄せられる住民からの

相談をcswの支援に結びつけ、支援活動を行ってき
た口この社会福祉協議会で、の PS事業は、 cswが支
援するケースのなかでも一般就労はかなり難しいと思

われるケースで、地域社会との結びきが弱い対象者を

中心に、個別的・継続的な支援を行っている。つまり、

社会的自立の側面でも大きな効果を挙げるような支援

が、ここでの PS事業の特徴と言える。 3つ目として

より専門的なサポートや予防策を企図して支援する

「豊中パーソナルサポートセンター」であるo 棲井

(2012)によると、豊中パーソナルサポートセンター

の支援には、いくつかの大きな特徴がある。具体的に

は、①「ケース応援チームjと「事業所応援チームJ
が、相談者に対する支援と事業所支援のそれぞれに重

点を置いた活動を展開し、需給両面から対象者の就労

をパックアップする体制をとっているo とはいえ、②

両チームはケース会議や日常の活動のなかで緊密に連

携し、支援対象者の状況に応じて求められる支援をタ

イムリーに行っている。③いずれのチームにおいて

も、必要な専門的知識・スキルや就労支援に関連した

豊富な職業経験を有する専門的人材が支援活動を担当
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している、ことである。事業のさまざまなケースに対

し、コミュニテイレベルのアウトリーチを活かしたこ

うした重層的な取り組みを行っている。

これらの豊中市の取り組みの成果を数字で見るとす

ると以下のとおりである。地域就労支援事業では相談

件数は顕著な増加を見ることができ、就職率も労働市

場の影響はあるものの2011年度では41.3%となってい

るo 相談件数と相談者数の関係では、相談件数を相談

者で除し、一人当たりの相談回数を割り出すし、 2003

年では約1.8回であったのに対し、 2011年では3.6岡と

増加していることから、棲井 (2014.5)では、一人当

たり相談回数が増加していることは、問題を抱えた困

難層がさらに深刻な困難に陥っていることを示してい

るとの地域支援コーデイネーターの声を寄せている。

また、相談者数における新規相談者数の占める割合が

2008年、 2009年で、は低かったo これは既存の相談者が

出口に向かえず滞留していることを示していると考え

るが、 2010年、 2011年では新規相談者の割合が高く、

また就職率も向上していることから、既存相談者の滞

留が解消されていると考えられる。これは、豊中市の

これまでの取り組みと PS事業の効果である。
また、無料職業紹介事業の実績としては以下のとお

りである。

第ーとして、人材紹介事業である。本事業は登録事

業所からの求人情報を受け付け求職者とのマッチング

をするだけでなく、登録事業所の開拓のため企業デー

タベースを利用して、豊中市だけでなく近隣地域の事

業所に関しでもコーデイネーターが営業をかけている

ことが特徴的である。第二の事業は、職場体験実習で

あるo これは受け入れに慎重な企業に対し、体験的な

就労を行う実習プログラムである。企業にとっても求

職者との顔合わせのできる期間であるし、求職者に

とっても継続できるか否かを判断する上で貴重なもの

となる。第三の事業は、面接会の実施である。面接会

の中には職種や対象者を限定した合同面接会や、一社

に限定した面接会もある。このような面接会を開催す

ることで就職にたどりつくケースは多く、面接会は事

業所を開拓するにあたっても有効なものとなっている。

第四の事業はセミナーの開催である。これは求職者向

けに限らず、人材を求めている企業に対するセミナー

も含まれているo 豊中市の取り組みは待ちの姿勢での

職業紹介ではなく、その人にあった仕事の開拓を行う

ことと、雇用を創出し、事業を発展させ、地域を活性

化してくれる地元企業の視点を大切にしていることが、

就職率を上げているものであると考える。

5-2-3 事業予算について

雇用労働関係費用は、雇用労働課が担当する事業の

予算総額は2012年度では16億円であり、 2006年度の時

点では事業の予算総額1630万円であることから当時と

比較すると労働政策関連事業費は約1∞倍に増加して

いることがわかる。

隣接する人口約32万人の吹田市の2014年度当初予算

として労働関連予算が約1億7000万円であることから

豊中市の予算がいかに大きな金額になっているのかが

明白である。そして、その事業予算の9割が聞の財源

による事業であり、特に緊急雇用創出基金事業の規模

は2012年度では約12億4αm万円にのぼっている。これ

について、棲井 (2014.5)は、「国の財源を使用する

ことで雇用・労働関連事業はその支援対象を広げ、

サービスを拡充してきた」としていながらも、今後の

課題として、多数の緊急雇用創出基金事業を活用して

いること、また、この緊急雇用創出基金事業が就労支

援政策の入口機能を果たしていることから、この時限

的な国の財源がいつまで続くのかということに懸念を

抱いている。

5-2-4 豊中モデルからの学ぶべきこと

豊中市の雇用・労働政策の基盤となっている中心事

業は「地域就労支援事業Jと「無料職業紹介事業」で
ある。この両輪の事業を展開するについて豊中市社会

福祉協議会や同協議会を通じて地域の自治会、民生委

員とのつながりを深めた。その代表的な位置づけとし

て前述した「コミュニテイソーシャルワークJという
校区福祉委員会を基盤とした住民主体の地域福祉シス

テムの構築がある。また、その他にも地域のイン

フォーマルな地縁組織と行政との連携のもと地域福祉

ネットワークによる支援体制がある。そして、社会的

困窮者の継続的・包括的な相談支援を体系的に実施し

ているにも関わらず、ワンストップ型の中核的機関を

設置していなし」この地域力に依拠した支援体制がま

さに「豊中モデルjということができる。

この豊中モデルが機能するためには、いつくかの要

素がある。そのーっとして、各所に存在するキーパー

ソンの存在がある。棲井 (2014.5)は、豊中市の就労

支援事業は、雇用労働謀という強力な核を中心に展開

されつつも、関連部署、事業委託先、連携先の諸機関、

そして、雇用の受け皿となる企業に至るまで各所に

キーパーソンがいる。そして、それらの人と人とがつ

ながりながら血の通った「顔の見える労働市場」

「ネットワークが張り巡らされた労働市場Jを地域に
広げつつあるとしている。栗本 (2∞7)は、豊中の雇

用・就労支援政策の基盤が地域就労支援事業を契機に

人権政策の枠組みから一歩踏み出し、地域就労支援事

業を新たな「労働政策Jへと発展させたとしていると
指摘しているo ここから分かるように、豊中市では地

域力の基礎地盤が根付いていたことも大きく影響する

ものである。そういた連携があることから社会的困窮

者が抱える多様な阻害要因を受け止め、多様なメ

ニューの支援が展開可能になってくるo そのネット
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図5-1 豊中市雇用・労働関係事業予算 (2010--2012年)

加10年度
財源

2011年度 2012年度

事 業 金額 財源別計 金額 財源別計 金額 財源別計

市 府 国 (千円)
(千円) (%) (千円) (千円) (%) (千円) (千円) (%) 

。 相談業務(訴訟等費用貸付、勤労
2.3∞ 2.932 2.892 

者相談)

。 啓発事業(勤労者ニュースの発行) 250 250 250 

。 他団体支援(豊中市中小企業勤労
5.520 5.520 5.520 

者互助会)

。 無料職業紹介事業 6.421 25.156 7.6 8.532 75.519 7.7 8.259 75.139 4.7 

。 シルバー人材センター補助 一 45.636 42.865 

。 地域雇用創造推進事業 2.522 一 2.565 

。 地域雇用創造実現事業 2.863 2.924 

。 地域就労支援事業 8.143 9.786 9.864 

。地域就労支援事業(再掲) 5.592 5.592 1.7 6.919 6.919 0.7 8.595 8.595 0.5 

• 住宅手当緊急措置事業 一 35.431 43.的7

意欲喚起事業、生活保護受給者等
。。 52.311 5.3 78.侃5 4.9 

• 就労支援事業 16.880 34.佃8

。ふるさと雇用再生基金事業 35.臼2 157.883 一

。緊急雇用創出基金事業 174.お5 561.830 1.240.749 
----------ーーーーー・・・・・ー・・・・・・ーーーー・ーー..-------- -・・ーーーーーーー-- ................_-- ー・・ーーーーーーーーーー。うち従来型 (177.909) 
----・ー， ーーーー・・・・・・・・・・・・・・・ーーーーーーーーーー・・・・・・・ -ーーーーーーーーーーー ー・ー・・・・・・・・， ----ーーーーー・ーー。うち重点分野雇用創造事業 (128.944) (48.931) 
---ーー司・ー ----・ーーーーーーーー・ー・・ー・・ー--ーーーーーーーーー・・・・・・・・・ -・・・・ー・・・・ーーーーー ー-_._.....ーー司ー ーーーーーー-ーーーーー。うち地域人材育成事業 (254.977) (・・・)----・ーー ーーーーーーーーーーーー・ーーー，白坤ー---_.・---ーーーーーーーーー -・ーーー-----晶画ー -・・・・・・・・ーーー ーーーーーーーー圃ーー晶。うち震災等緊急雇用対応事業 (157.134) 

。地域雇用創造推進事業(再掲) 61.365 301.435 卯.7 一 848.953 86.3 一 1.427.784 89.8 

。地域雇用創造実現事業(再掲) 30.143 34.213 40.473 

。パーソナルサポートモデル事業 81.767 116.822 

。新しい公共支援事業 13.2ω 29.740 
-_. ---ー ---...._----ーーーー・・・・・・・ー--ーーーーーーーーーー--・・・ -ー--ーーーーーーーー ーー・.._------ ーーーーーーー_........

。うち新しい公共の場づくりのた (13.∞0) 
めのモデル事業

----・・ー ーーーーー・・・・・・・・・ー-----_.・........-....ー・..---- ー-----ーーーーー・ ーーーーー・ 4・ー・ーーー ....----------

。うち社会イノベーション推進モ (13.21印) (16.740) 
デル事業

fr 計 332.183 332.183 100.0 983.702 983.702 100.0 1.569.回3 1.569.583 100.0 

ー般会計総額(当初予掠ペース)と雇用労働|期
128.288.326 0.26 133，208.759 0.74 143，074.468 

係事業予算が占める割合

住:新しい公共支援事業に関して、 2011年度は社会イノベーション促進モデル事業以外に「東日本大震災復興支援豊中プロジェクトJが
1.966.α)()円を受けている。
出典:2011年度の緊急服用創出基金事業関係は「平成23年度版用創出基金事業を活用した雇用創出の概要Jo2012年度の重点分野雇用創造事
業・地域人材育成事業関係は「重点分野胤Jjj創造事業・地域人材育成事業 (24作成実施予定)J(いずれも豊中市提供資料)より転記。その
他については、ゆ.中市 HPr予算の概要J(各年度)より紙記。新しい公共支捜事業関係は、大阪府 HPを参照。

出典:棲井純理「就労を聞い直す 自治体と地域の取り組みJ115-142頁、動草書房、 2014年5月
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図5-2

豊中モデルの略図

地域の活動の中から被支援者を入口へつなぐ

①民生委員や校区福祉委員会による見守り活動からの発見

②地域からの相談
③事業所による見守り
④当事者組織からの相談
⑤関係機聞からの相談

被支援者に対し様々な機関が連携して

出口へ導く

①アウトリーチ
②暫定プラン
③アセスメント
④プラン作成(オーダーメイドの支捜づくり)
⑤緊急対応(小口貸付、食糧支援、社会貢献費用の活用等)

⑥伴走型支援(本人の自立への意識・暫定的な支援)
⑦支援提供(資源開発、出口づくり)、支援調整会議6での検討
⑧モニタリング

一般就労だけでなく、地域資源とニーズに応じた

出口につなぐ

①居場所(生活支援と自己肯定感、仲間意識)
②中間的就労(プログラムによる活動費の提供)
③就労体験(新聞配達、団地の草ひき、買物支援等地域仕事開拓)

④就労準備(パートナーとして一定期間就労支援)
⑤一般就労(地域就労支援センタ一、ハローワークとの連携)
⑥社会関係づくり(つながりづくり、支援者、当事者組織づくり)

市役所内の他部門との連携

生活保護者・高齢者・若者
ひとり親・在住外国人・非正規労働者

がん患者・多重債務者・障害者
刑務所出身者等・再就職をめざす女性

特徴:・センターを設置せず、 cswや養成訓練を受けた住民ボランティアサボータ一等を生活圏域に配置し、身近な相談を受ける。
・把握されたケース仁ついて、地域で解決するため、関係機関で構成されるネットワーク会議等を設置し、解決策を検討・展開する。

・民間活用型で、地域が人口規模や社会資源の実情に応じさまざまな展開が可能な設置形態。

・一方、相談支援員の育成が肝となるため、体制l構築に時間がかかる可能性がある。

出典:筆者作成

ワークの中に豊中市の中間的就労事業が位置付けられ

ている。すぐには一般就労が困難な人たちにスモール

ステップで様々な経験をさせ、就労できる体力をっく

り、意欲を喚起きせ、生活習慣を身につけさせるので

ある。

次に、図の交付事業の効果的に活用していることに

ある。市の財政が逼迫する中、時限的である国事業を

うまく活用することで労働関連事業費を確保しているo

これは、前述したように支援メニューが豊富にあるこ

とで、国の事業に対してフレキシプルに対応できるこ

とが強みとなり、支援システムに一定の血液を流し続

けることができていることは非常に効果的である。

また、支援体制がチームで支えている点がある。多

様な阻害要因を抱えた被支援者に対して、専門家をは

じめ多くの人々が関わりチーム体制をとった上での包

括的で寄り添い型の支援を行っていることで、伴走し

すぎることなく、互いに共依存の関係にならないよう

工夫をしている。その工夫があって支援者、被支援者

双方に負担のないものになっていると考えられる。

次に、支援の視点として地域の中小企業に対する政

策であることである。雇用就労施策は雇用される側の

視点に立ちすぎる傾向があるが、豊中モデルではまず

は受け入れる側の企業がどのような情報を欲しており、

どのような業務に人材不足を感じているのか、どのよ

うにすれば雇用を創出しできるのか、企業の不安を解

消するにはどのようすればよいのかといったことが考

えられている。必要に応じ求職者に対し職業訓練や

中間的就労に参加を促すことは、求職者自身が職場、

担当する業務にスムーズに入れることになるが、同時

に受け入れ側にとっても自社との適合などを判断する

ことができ、双方にメリットがあるロ豊中市はそうし

た狙いをもって積極的に施策に取り組んでいることで

いる。

まず、企業のデータベースを利用して豊中市外の隣

接地域までエリアを広げ、無料職業紹介事業への登録

事業所を確保すべくコーディネーターが営業を行って

いる。求職者に合う求人が出てくるのを受身で待って

いるのではなく、企業のニーズと求職者に適した求人

を積極的に開拓するところに豊中モデルが他の地域に

ない優れた点がある。

しかしながら、課題としても次の点を挙げることが

できる。まず、人材の問題である。前述したとおり、

関係各所にキーパーソンが存するが、仕組み全体を維

持するためにキーパーソンに依存してしまうことが考

えられる。これは豊中市だけに限られたことではない

が、新たな育成プログラムや現場経験を通して継続的

に人材育成を行っていく必要があるロ

次に、財源の問題があるo豊中モデルの高効果の背

景として国の事業をうまく組み合わせていることがあ

るが、国の時限的事業頼みになってしまっては継続的
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に支援を続けていくことに困難をきたしかねなし」今

後は、自主財源をもつなど同の事業の依存度を低下さ

せていくことの工夫が大切である。とはいえ、こうし

た課題は豊中市だけで解決できるものではないことも

間違いない。 PS事業の取り組みが大阪府レベルで始

まったことを考えれば、豊中市の経験を共有するため

の基礎自治体問の水平連携、またそれを背後から支援

する大阪府の役割が大事になってくるo そうした取り

組みが組み合わさらない限り「豊中モデル」がいかに

効果的であっても、他の自治体まで広がっていかない。

さいごに 社会的困窮者を受けとめる

地域社会の仕組み、可能性の検討

生活岡窮者自立支援法は20日年4月に施行される。

この法律の成立にあたって生活保護法の改正が共に行

われた。そのことにより、生活保護を必要としている

者に対する改悪であるとの批判があることも散見する。

批判のポイントは、生活困窮者を生活保護から遠ざ

け・排除する「沖合作戦」に利用される危険性がある

ことと、生活閤窮者が就労準備支援事業の際に雇用契

約を必要としないことから、最低賃金以下の労働や労

働基準法で守られない労働に従事させられる危険性が

あるという点である。しかし、生活困窮者自立支媛法

は生活保護から遠ざけるのではなく、いったん生活保

護を受給してしまうとその状況を脱却することが困難

であることから、容易に就労ないし社会参加がしやす

い仕組みを構築するものと理解したい。また、就労準

備事業はすぐには一般就労には繋がりにくい対象者に

対し、「中間的就労」の場として提供するもので、法

の趣旨としては、決して劣悪な環境で就労させるのが

目的ではない。

とは言え、そのような危険を含んでいることは確か

である。事実、現在の生活保護制度下でのケースワー

カーは業務過剰により、被保護受給者に対して再就職

や社会参加へのチャレンジを積極的に後押しするに

至っておらず、一度受給すると、稼動能力層であって

も、自立に結び付くことが困難な状況にある。このた

め、日常生活の再建を図りながら、労働市場や地域社

会への参加をスムーズに実現する仕組みとして第2の

セーフテイネットを強化し、生活困窮者の実情に対応

したセーフテイネットとして機能するよう拡充してい

くことは緊急の課題としている。しかしながら、今後

の施策の主体の多くは基礎自治体に委ねられることに

なり、財政が逼迫している中、生活困窮者自立支援に

かかる費用の一部は基礎自治体の負担となることから、

どれだけの予算が投じられるのか不安である。また、

事業を民間委託した場合に、協働の美名のもとに委託

先への丸投げになってしまわぬか、各基礎自治体の手

腕によってその効果に地域格差が生じることになるo

「豊中モデル」はこれまでの図主導の雇用政策を補

完する機能を担い、多様な阻害要因を抱えた被支援者

と中小企業を結び、つけることで、新たな雇用を創出し、

ひとりひとりの個別事情に応じた「自立支援」に結び

付けることができている点で先駆的な取り組みであり、

手本となるものであるo 本稿で、豊中モデルを取り上げ

たのは、繰り返しになるが、ハローワークを中心とし

た就労支援と生活保護の聞に陥った人たちへの「中間

支援」の重要性を言いたいためであった。

しかし地域の特性は各地域によってさまざまであ

るD 豊中市のように隣接地域を含めると多くの事業所

があり、多様な地域資源がある地域ばかりではない。

だからこそ、医!の画一的な制度だけでは限界がある。

そこで「平成24年度セーフティーネット支援対策等

事業費補助金社会福祉推進事業生活困窮者支援体系

に資する調査・研究事業報告書Jにもあるとおり、生
活困窮者の継続的・包括的な相談支援を体系的に実施

するため、アウトリーチからアセスメント・プラン作

成を通じて、本人に寄り添い、本人の目的に沿った地

域の各種資源につなぎ、それぞれが目指す自立を支え

る「自立促進(社会参加)プロセスJを地域で展開す
ることが重要になってくるo そのための中核的機関と

して新たに相談支援事業を担う機関の設置が必要であ

ると考える。既存の個別の窓口では十分に新たな社会

的・地域的課題として受け止めることができず、新た

に相談支援を担うセンター機能が必要なのであるo ま

た、イギリスのパーソナル・アドバイザーにみたよう

に既存の制度やサービスの範聞を越えての支援を必要

とする人や家族がおり、そうした制度やサービスをつ

なぎ、隙聞ない相談支援を提供することが大事である。

まさに、入仁|から出口までの一貫した支援が必要不可

欠なのである。

また、自立支援法の制定により「支援決定jがなさ

れるようになるが、そうすると新たな制度の狭間に

陥ってしまう人々が生じる。地域性や制度上の狭間に

陥ってしまわないようにある程度の広域性をもって柔

軟になること、また PS事業を通し高い効果が実証さ

れた地域のネットワークを活かし、インフォーマルな

支援団体に多数関わってもらう必要がある。そして、

財政状況が悪化した場合で、あっても制度が途切れない

よう、受益者負担についても一定程度加味した上での

財源の確保を検討すべきである。

これまでの日本の福祉政策は、雇用政策が中心であ

り、職を失った場合は失業保険を受給し、就労に結び

つけることができない場合にはじめて社会保障に頼る

という方式であった。この方式が可能になるには、仕

事をしたい人には仕事があるという大前提が存し、仕

事がしたいのに、仕事ができるのに仕事がないという

稼働能力層に対しての手当が不足していた。特にリー

マンショック後、非正規社員などの不安定雇用が増加
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し、経済基盤を失った若者たちが自信を失い未来を描

けないでいる。社会構造の変化の中、性別による役割

分担も崩壊したことで家族形態も変容してしまった。

生活困窮者自立支援法や生活保護法下で「自立」と

いうことばを使うとき、多くは一般就労ができたこと

に対して「自立Jを使うことが多い。しかしながら、
「自立」は就労することだけではない。「就労Jさえす
れば「自立jしているかといえば、それもまた疑問が

残る。生活困窮者自立支援法では、「生活困窮者Jの
定義を「現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持

することができなくなるおそれのある者」としている。

しかしながら、これまで述べてきたように生活困窮者

は経済的、物質的困窮だけに端いでいるのではない。

特に、若年層ほど関係的困窮(家庭や地域が果たし衣

食住などの受け皿機能に加えて持続性のある伴走機能

を失った状態)、具体的には「幹jの欠落(奥田

2010))が生活困窮に大きく影響していると指摘して

いるo 奥田 (2014)は「経済的な問題が一定解決して

も社会的孤立状態が続くことで本人の生きる意欲が醸

成されず、再び困窮に陥るリスクが高くなってしま

う」としている。

PS事業の最大の効果は、基礎自治体がハプ化する

ことで多様な機関がつながりを持ち、パーソナルサ

ポーターを中心した支援のネットワークが生まれたこ

とである。その多様な機関が社会的困窮者に対し、寄

り添い・伴走することで、これまで社会から孤立して

いた人たちが社会と関わる機会を得る。そして、社会

での居場所をつくることができるo 居場所は社会にお

ける「中間的媒介Jなのであるo もちろん就労にたど
り着くことは生きていくうえで重要なことではあるが、

就労だけにこだわることなく、ひとりひとりの多様性

を活かしながら、その人らしい生き方をするために聞

かれた間口と多くの出口を用意しておかなければなら

ない。生活困窮者自立支援法が本来の法の趣旨に照ら

し、「第2のセーフティーネット」として役割を担う

ことができるよう、今後の地域社会を築く過程で今回

形成された支援ネットワークが効果的に活かされるこ

とに期待する。

注

1) OECDが算出している「相対的貧困率Jの作成基準
は、等価可処分所得(世帯の可処分所得を世帯人員の平

方根で割って調整した所得)の貧困線(中央値の半分)

に満たない世帯貝の割合をいう。

2) 生活困窮者自立支援法が定める現に経済的に困窮し、

最低限度の生活を維持することができなくなるおそれの

ある者をいう。

3) 一度、雇用のネットからこぼれ落ちたら最後どこにも

引っかかることなくどん底まで落ち込んでしまう社会。

4) 生活困窮者自立支援法に定義された生活困窮者に関係

的困窮の概念を加えた者

5) 人口全体に対する結婚の発生頻度を表す指標である。
率は、人口動態統計から得られる年間の婚姻総数を分子

に、また該当年次の人口総数を分母にして下記の式に

よって計算され、通常、婚姻率は人口1.印加人当りの婚

姻件数として表される。

6) 麻生内閣で実施された就職安定資金融資、訓練生活支

援給付、住宅手当、露合支援資金貸付、長期失業者支援

事業、就職困難者支援事業等々の施策をいう。

7) 平成24年度セーフテイネット支援対策等事業費補助金

社会福祉推進事業生活困窮者支援体系に資する調査・研

究事業報告書」の抜粋

8) 中間的就労ガイドライン(案)によると、一般就労

(一般労働市場における自律的な労働)と、いわゆる福

祉的就労(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律・平成17年法律123号)との聞に位置

する就労であり、雇用契約に基づく労働及ぴ一般就労に

向けた就労体験等の訓練を総称するものとして示されて

いる。
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